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軽
自
動
車
税
の
納
税
通
知
書
を
発
送

　
軽
自
動
車
税
は
そ
の
年
の
４
月
１
日
現
在

で
原
動
機
付
自
転
車
、軽
二
輪
、小
型
二
輪
、

小
型
特
殊
自
動
車
、
三
輪
以
上
の
軽
自
動
車

を
所
有
ま
た
は
使
用
し
て
い
る
人
に
対
し
て

課
税
さ
れ
ま
す
。
５
月
３１
日（
金
）ま
で
に
納

付
し
て
く
だ
さ
い
。

　
な
お
、
継
続
検
査（
車
検
）が
必
要
な
軽
自

動
車
お
よ
び
二
輪
の
小
型
自
動
車
は
、
納
税

通
知
書（
口
座
振
替
用
以
外
）に
つ
い
て
い
る

「
継
続
検
査
用
納
税
証
明
書
」を
利
用
し
て
く

国
民
健
康
保
険
～
人
間
ド
ッ
ク

�

受
診
費
用
の
助
成
額
の
拡
充
～

　
令
和
元
年
度
か
ら
、
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
が
人
間
ド
ッ
ク
を
受
診
し
た
場
合
の

助
成
額
の
上
限
を
、
１
万
３
千
円
か
ら
２
万

１
千
円
に
拡
充
し
て
い
ま
す
。

　
助
成
を
受
け
る
に
は
申
請
が
必
要
で
す
の

で
、
必
要
書
類
を
持
参
の
上
、
保
険
課
ま
で

お
越
し
く
だ
さ
い
。

対�

平
成
３１
年
４
月
１
日
～
令
和
２
年
３
月
３１

日
に
人
間
ド
ッ
ク
を
受
診
し
、
次
の
い
ず

れ
に
も
該
当
す
る
人

①�

人
間
ド
ッ
ク
受
診
日
に
お
い
て
、
守
口
市

国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
で
あ
り
、
か

つ
、
今
年
度
中
に
４０
歳
以
上
に
な
る
こ
と

②�

今
年
度
に
実
施
す
る
市
民
総
合（
特
定
）健

康
診
査
を
受
診
し
て
い
な
い
こ
と

国
民
健
康
保
険

�

～
脳
ド
ッ
ク
受
診
費
用
の
助
成
～

　
令
和
元
年
度
か
ら
、
国
民
健
康
保
険
の
被

保
険
者
が
脳
ド
ッ
ク
を
受
診
し
た
場
合
、
１

万
８
千
円
を
限
度
と
し
て
、
受
診
費
用
を
助

成
し
て
い
ま
す
。

　
助
成
を
受
け
る
に
は
申
請
が
必
要
で
す
の

で
、
必
要
書
類
を
持
参
の
上
、
保
険
課
ま
で

お
越
し
く
だ
さ
い
。

対�

平
成
３１
年
４
月
１
日
～
令
和
２
年
３
月
３１

日
に
脳
ド
ッ
ク
を
受
診
し
、
次
の
い
ず
れ

に
も
該
当
す
る
人

①�

脳
ド
ッ
ク
受
診
日
に
お
い
て
、
守
口
市
国

民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
で
あ
り
、か
つ
、

今
年
度
中
に
４０
歳
以
上
に
な
る
こ
と

②�

頭
部
Ｍ
Ｒ
Ｉ
検
査
お
よ
び
Ｍ
Ｒ
Ａ
検
査
を

受
診
し
て
い
る
こ
と

③�

過
年
度
の
保
険
料
を
完
納
ま
た
は
納
付
誓

約
を
履
行
し
て
い
る
こ
と

持�

被
保
険
者
証
、
印
か
ん
、
振
込
先
の
口
座

情
報
が
わ
か
る
も
の
、
領
収
書
、
検
査
結

果
通
知
書

申�・
問
保
険
課

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
５
４
５

固
定
資
産
税・都
市
計
画
税

　
固
定
資
産
税・
都
市
計
画
税
の
納
税
通
知

書
を
発
送
し
ま
す
。
納
期
限
ま
で
に
納
付
し

て
く
だ
さ
い
。

　
固
定
資
産
税
は
、
毎
年
１
月
１
日（
賦
課

期
日
）現
在
で
、土
地
、家
屋
、償
却
資
産（
固

定
資
産
）を
所
有
し
て
い
る
人
に
課
税
さ
れ

る
税
金
で
す
。

　
固
定
資
産
税
を
納
め
る
人（
納
税
義
務
者
）

と
は
、
原
則
と
し
て
賦
課
期
日
現
在
の
固
定

資
産
の
所
有
者
で
す
。
従
っ
て
、
年
の
途
中

で
売
買
な
ど
で
所
有
者
の
変
更
が
あ
っ
た
場

合
で
も
、
賦
課
期
日
現
在
の
所
有
者
が
納
税

義
務
者
で
す
。

　
ま
た
、
所
有
者
が
賦
課
期
日
前
に
死
亡
し

て
い
る
場
合
な
ど
に
は
、
賦
課
期
日
で
固
定

資
産
を
現
に
所
有
し
て
い
る
人（
相
続
人
な

ど
）が
納
税
義
務
者
と
な
り
ま
す
。

　
都
市
計
画
税
と
は
、
下
水
道
、
街
路
、
公

園
の
整
備
な
ど
、
都
市
計
画
法
や
土
地
区
画

整
理
法
に
基
づ
く
事
業
を
推
進
す
る
た
め
の

費
用
に
充
て
る
目
的
税
で
、
固
定
資
産
税
と

併
せ
て
納
め
て
も
ら
う
も
の
で
す
。

免
税
点
　

　
守
口
市
内
に
お
い
て
同
一
人
が
所
有
す
る

土
地
、
家
屋
、
償
却
資
産
の
そ
れ
ぞ
れ
の
固

定
資
産
税
課
税
標
準
額
の
合
計
額
が
次
の
場

合
、
固
定
資
産
税・
都
市
計
画
税
は
課
税
さ

れ
ま
せ
ん
。

▽
土
地���

３０
万
円
未
満

▽
家
屋���

２０
万
円
未
満

▽
償
却
資
産���

１
５
０
万
円
未
満

固
定
資
産
税・都
市
計
画
税
～
共
有
～

　
固
定
資
産（
土
地・家
屋
）を
複
数
の
人
で

共
有
し
て
い
る
場
合
の
固
定
資
産
税・
都
市

計
画
税
は
、
共
有
者
が
連
帯
し
て
納
税
義
務

を
負
う
こ
と
が
地
方
税
法
で
規
定
さ
れ
て
い

ま
す
。
こ
の
た
め
、
持
ち
分
に
応
じ
て
税
額

を
按あ

ん
ぶ
ん分

し
て
課
税
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　
代
表
者
に
は
納
税
通
知
書
お
よ
び
納
付
書

を
、
代
表
者
以
外（
共
有
構
成
員
）に
は
納
税

通
知
書（
納
付
書
は
同
封
し
て
い
ま
せ
ん
）

を
、そ
れ
ぞ
れ
５
月
以
降
に
送
付
予
定
で
す
。

市
税
の
コ
ン
ビ
ニ
収
納

　
個
人
市
民
税・府
民
税（
普
通
徴
収
分
）、固

定
資
産
税・
都
市
計
画
税
、
軽
自
動
車
税
の

納
付
書
は
、
コ
ン
ビ
ニ
で
も
収
納
が
可
能
で

す
。

　
コ
ン
ビ
ニ
で
は
、
次
の

納
付
書
は
取
り
扱
い
で
き

ま
せ
ん
。
納
付
は
、
現
金

の
み
の
取
り
扱
い
に
な
り

ま
す
。

▽
納
期
限
を
過
ぎ
た
も
の

▽
金
額
を
訂
正
し
た
も
の

▽�

１
枚
の
納
付
書
の
納
付

額
が
３０
万
円
を
超
え
る

も
の

　
災
害
や
病
気
、
事
業
の

廃
止
な
ど
特
別
な
事
情
に

よ
り
市
税
の
納
付
が
困
難

な
場
合
は
納
税
の
猶
予
や

分
割
納
付
の
相
談
を
受
け

付
け
し
て
い
ま
す
の
で
連

絡
し
て
く
だ
さ
い
。

問
納
税
課

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１

８
５
１
～
１
８
５
４

お
知
ら
せ

個
人
市
民
税・府
民
税

�

課
税
証
明
書
の
発
行

　
個
人
市
民
税・
府
民
税
の
平
成
３１
年
度
課

税
証
明
書（
平
成
３０
年
中
所
得・令
和
元
年
度

の
課
税
証
明
書
）は
、
６
月
上
旬
ご
ろ
か
ら

発
行
し
ま
す
。

注�

サ
ラ
リ
ー
マ
ン
な
ど
で
住
民
税
が
給
与
か

ら
特
別
徴
収（
差
し
引
き
）さ
れ
る
人
は
、

５
月
下
旬
ご
ろ
か
ら
発
行
し
ま
す（
コ
ン

ビ
ニ
で
は
６
月
上
旬
ご
ろ
か
ら
。
事
前
に

個
人
番
号
カ
ー
ド
の
取
得
が
必
要
）。

　
証
明
書
の
取
得
を
予
定
し
て
い
る
人
は
、

提
出
先
が
発
行
す
る
説
明
書
な
ど
で
必
要
年

度
を
再
度
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。
不
明
な
点

は
、
事
前
に
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

問
課
税
課
受
付
担
当

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
０
６

だ
さ
い
。

　
す
で
に
軽
自
動
車
な
ど
を
譲
渡
し
た
り
、

使
用
し
て
い
な
い
場
合
は
、
廃
車
な
ど
の
手

続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

減
免
制
度
　

　
身
体
障
が
い
者
手
帳
な
ど
を
お
持
ち
の
人

が
所
有
ま
た
は
利
用
す
る
車
両
は
、
一
定
の

基
準
で
軽
自
動
車
税
の
減
免
を
受
け
ら
れ
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。
申
請
時
の
必
要
書
類
な

ど
に
つ
い
て
は
、
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　
減
免
を
受
け
る
に
は
、
毎
年
度
申
請
が
必

要
で
す
。
申
請
期
限
は
５
月
３１
日（
金
）ま
で

で
す
。

問
課
税
課
税
政
担
当

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
５
８

納
期
限
　

▽
第
１
期���

５
月
３１
日（
金
）

▽
第
２
期���

７
月
３１
日（
水
）

▽
第
３
期���

９
月
３０
日（
月
）

▽
第
４
期���

１２
月
２
日（
月
）

減
免
制
度
　

　
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
固
定
資
産

は
、
固
定
資
産
税・
都
市
計
画
税
が
減
額
ま

た
は
免
除
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

▽�

生
活
保
護
法
の
規
定
に
よ
る
扶
助
を
受
け

て
い
る
人
が
所
有
す
る
固
定
資
産

▽�

不
慮
の
災
害
で
納
税
で
き
な
く
な
っ
た
人

が
所
有
す
る
固
定
資
産

▽�

災
害
な
ど
で
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
な
く

な
っ
た
固
定
資
産

　
該
当
す
る
固
定
資
産
の
所
有
者
は
、
減
免

申
請
書
に
必
要
書
類
を
添
え
て
、
所
定
の
期

限
内
に
課
税
課
資
産
税
担
当
へ
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。

審
査
請
求
お
よ
び
審
査
申
出
　

　
固
定
資
産
税・
都
市
計
画
税
の
賦
課
に
つ

い
て
不
服
が
あ
る
と
き
は
、
市
長
に
審
査
請

求
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
ま
た
、
固
定

資
産
の
価
格（
評
価
額
）に
関
し
て
不
服
が
あ

る
場
合
は
、
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
に

審
査
の
申
出
を
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
い

ず
れ
も
納
税
通
知
書
を
受
け
取
っ
た
日
の
翌

日
か
ら
起
算
し
て
３
カ
月
以
内
で
す
。

問
課
税
課
資
産
税
担
当

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
７
４

廃車などの手続きと場所

車種
原動機付自転車
（１２５cc以下）
小型特殊自動車

軽自動車
(軽三輪・軽四輪)

軽二輪
(１２６～２５０cc)
二輪の小型自動車
（２５１cc以上）

手続き
問い
合わせ
先

課税課税政担当
０６－６９９２－１４５８

軽自動車検査協会
大阪主管事務所・高槻
支所
高槻市大塚町４－２０－１
０５０－３８１６－１８４１

近畿運輸局
大阪運輸支局
寝屋川市高宮栄町
１２－１
０５０－５５４０－２０５８

廃車時
に
必要な
もの

・ナンバープレート
・�原動機付自転車
　申告済証
・印かん
・本人確認書類
　（運転免許証など）

上記へ問い合わせください。

市税の休日納付相談
　平日、仕事などで忙しい人や、病気・
失業などで市税を納付できない人は利
用してください。
時５月１２日(日)９：００～１３：００
場・問納税課
℡０６－６９９２－１８５２～１８５４

③�
過
年
度
の
保
険
料
を
完
納
ま
た
は
納
付
誓

約
を
履
行
し
て
い
る
こ
と

持�

被
保
険
者
証
、
印
か
ん
、
振
込
先
の
口
座

情
報
が
わ
か
る
も
の
、
領
収
書
、
検
査
結

果
通
知
書
、
問
診
票

申�・
問
保
険
課

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
５
４
５

　
あ
ら
か
じ
め
、
代
表
者
を
含
む
共
有
構
成

員
間
で
納
付
方
法
な
ど
に
つ
い
て
取
り
決
め

て
く
だ
さ
い
。

問
課
税
課
資
産
税
担
当

℡�

０
６
・
６
９
９
２
・
１
４
７
４

自動車税の納期限は５月３１日（金）です。
　納税通知書裏面に記載の金融機関、大阪府内の郵便局、コンビニなど、
府税事務所で納付することができます。
　また、パソコンやスマートフォンを利用したクレジットカードでの納付
や、府税収納を扱う金融機関（ゆうちょ銀行を除く）のPay-easy（ペイジー）
に対応している方法による納付も可能です。さらに、スマートフォン決済
アプリ「PayB」を利用して納付することもできます。
　詳しくは、各金融機関や大阪府ホームページを確認してください。

自動車税に関する問い合わせはコチラまで




